長崎県橋梁補修技術協会 規約（案）
第1章　総則
（名称）
第1条
本会は、長崎県橋梁補修技術協会（以下「本会」という。）と称する。
（事務所）
第2条
本会の主たる事務所は、長崎県内に置く。
2　具体的な事務所所在地は、役員会の議決を経て会長が定める。
（目的）
第3条
本会は、長崎県における橋梁の点検、補修、補強及び維持管理に関する技術の向上及び普及を図るとともに、橋梁補修に携わる企業、技術者、技能者その他関係者の連携を促進し、専門技術及び技能の継承、人材育成、安全及び品質の向上並びに職人の社会的地位及び処遇の向上に取り組むことにより、長崎県の橋梁その他道路インフラの長寿命化及び県民生活の安全・安心に寄与することを目的とする。
（事業）
第4条
本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。
1. 橋梁の点検、補修、補強及び維持管理に関する調査・研究
2. 橋梁補修に関する新技術、新工法、材料及び施工事例等の情報収集及び情報提供
3. 技術講習会、研修会、勉強会、現場見学会等の開催
4. 橋梁補修に携わる技術者及び技能者の育成、技能継承並びに資格取得等の支援
5. 橋梁補修工事における安全施工、労働災害防止及び職場環境改善に関する活動
6. 橋梁補修に必要となる専門技術、労務、資材、安全対策及び施工条件等に関する調査・研究
7. 橋梁補修工事における適正な技術評価、積算、施工環境及び品質確保に関する調査・研究並びに関係機関との意見交換
8. 橋梁補修に携わる職人その他技術者・技能者の社会的地位及び処遇の向上に関する活動
9. 建設業に対する従来の3Kイメージの払拭及び「給与・休暇・希望・かっこいい」の4Kを目指した業界イメージの向上並びに広報活動
10. 若年者その他次世代の担い手確保に向けた啓発、広報及び教育活動
11. 作業着、保護具、安全用品、機械その他現場環境の安全性、快適性及び魅力向上に関する調査・研究
12. 災害発生時における橋梁その他道路インフラの調査、応急対応及び早期復旧に向けた協力体制の構築
13. 国、長崎県、市町、教育研究機関その他関係機関及び関係団体との連携、情報交換及び意見交換
14. 全国その他地域の橋梁関係団体との交流及び連携
15. 橋梁及び橋梁補修の重要性並びにこれに携わる仕事の社会的価値に関する情報発信
16. 会報、ホームページ、SNSその他媒体による情報発信
17. その他本会の目的を達成するために必要な事業
（法令等の遵守）
第5条
本会及び会員は、本会の活動に当たり、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）、建設業法、公共工事の入札及び契約に関する法令、個人情報の保護に関する法律その他関係法令を遵守し、公正かつ透明な活動を行わなければならない。
2　本会は、会員間の自由かつ公正な競争を阻害する行為を行わない。
3　本会の会議、情報交換その他の活動において、個別工事に係る入札価格、見積価格、受注意向、入札参加又は辞退の予定、受注予定者、取引先の割当てその他競争上重要な情報の交換又は調整を行ってはならない。
4　前各項のほか、独占禁止法その他競争法令の遵守について必要な事項は、別に定める「独占禁止法コンプライアンス規程」による。
（反社会的勢力の排除）
第6条
本会は、暴力団その他の反社会的勢力との一切の関係を排除し、健全かつ公正な団体運営を行うものとする。
2　本会の会員、役員及び事務局関係者は、現在及び将来にわたり、次の各号のいずれにも該当してはならない。
1. 暴力団
2. 暴力団員
3. 暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者
4. 暴力団準構成員
5. 暴力団関係企業
6. 総会屋、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等
7. その他前各号に準ずる者
3　本会の会員、役員及び事務局関係者は、反社会的勢力と次の各号に掲げる関係を有してはならない。
1. 反社会的勢力が経営を支配し、又は経営に実質的に関与していると認められる関係
2. 自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、反社会的勢力を利用する関係
3. 反社会的勢力に対して資金、便宜その他の利益を提供する関係
4. 反社会的勢力との社会的に非難されるべき関係
5. その他本会の健全な運営又は社会的信用を損なうおそれのある関係
4　本会の会員、役員及び事務局関係者は、自ら又は第三者を利用して、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。
1. 暴力的な要求行為
2. 法的な責任を超えた不当な要求行為
3. 本会の活動又は取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
4. 風説を流布し、偽計又は威力を用いて、本会、会員その他関係者の信用を毀損し、又は業務を妨害する行為
5. その他前各号に準ずる行為
5　本会は、会員又は役員等が前各項のいずれかに違反していることが判明した場合、事実関係を確認した上で、除名、役員の解任その他必要な措置を講ずることができる。
6　本会は、必要があると認める場合、入会希望者、会員又は役員等に対し、反社会的勢力に該当しないこと及び反社会的勢力との関係を有しないことについて、誓約書その他必要な書類の提出を求めることができる。

第2章　会員
（会員の種別）
第7条
本会の会員は、次の3種とする。
（1）正会員
本会の目的に賛同し、長崎県内に事業所を有し、又は長崎県内で継続的に事業を行う法人若しくは個人事業者であって、橋梁の点検、補修、補強、維持管理又はこれらに関連する事業に携わる者。
（2）賛助会員
本会の目的に賛同し、その事業及び活動を支援する法人、団体又は個人。
（3）特別会員
橋梁、建設、教育、研究その他本会の目的に関連する分野について専門的な知識又は経験を有する者その他本会の活動に特に必要と認められ、役員会が推薦した者。
2　正会員は、本会の総会における議決権を有する。
3　賛助会員及び特別会員は、総会に出席し意見を述べることができる。ただし、議決権を有しない。
（入会）
第8条
本会に入会しようとする者は、所定の入会申込書を会長に提出し、役員会の承認を受けなければならない。
2　入会の承認に当たっては、本会の目的への賛同、事業内容、法令遵守状況その他本会の健全な運営に必要な事項を確認するものとする。
3　本会は、合理的かつ正当な理由なく、特定の事業者の入会を不当に制限し、又は排除してはならない。
（入会金及び会費）
第9条
会員は、総会において別に定める入会金及び年会費を納入しなければならない。ただし、特別会員については、この限りでない。
2　入会金及び会費の額、納入時期、減免その他必要な事項は、別に定める会費規程による。
3　既に納入した入会金、会費その他の金員は、原則として返還しない。ただし、役員会が特別な事情があると認めた場合は、この限りでない。
（会員の権利及び義務）
第10条
会員は、本規約その他本会の規程及び総会等の適法な決議を遵守し、本会の目的達成に協力しなければならない。
2　正会員は、1会員につき1個の議決権を有する。
3　会員は、本会への加入を理由として、他の会員に対し、取引、発注、下請、共同企業体への参加その他事業上の便宜を要求することはできない。
（届出事項の変更）
第11条
会員は、名称、代表者、所在地、連絡先その他入会申込時の重要な事項に変更が生じたときは、速やかに事務局へ届け出なければならない。
（退会）
第12条
会員は、所定の退会届を会長に提出することにより、任意に退会することができる。
2　退会時に未納の会費その他本会に対する債務がある場合、その支払義務は退会後も消滅しない。
（会員資格の喪失）
第13条
会員は、次の各号のいずれかに該当するときは、その資格を失う。
1. 退会したとき
2. 法人又は団体が解散したとき
3. 個人会員又は個人事業者が死亡したとき
4. 第14条の規定により除名されたとき
5. 正当な理由なく会費を長期間滞納し、催告後も納入しないとき
6. その他総会が会員資格の継続を不適当と認めたとき
（除名）
第14条
会員が次の各号のいずれかに該当するときは、総会の議決により、当該会員を除名することができる。
1. 本規約又は本会の規程に重大な違反をしたとき
2. 本会の名誉又は信用を著しく損なったとき
3. 本会を利用して違法又は不当な利益を得ようとしたとき
4. 独占禁止法その他関係法令に違反する行為を行い、本会の信用を著しく害したとき
5. 第6条に違反し、暴力団その他の反社会的勢力に該当し、反社会的勢力との関係を有し、又は反社会的勢力を利用するなど、本会の健全な運営若しくは社会的信用を害する行為が認められたとき
6. その他会員として著しく不適当な行為があったとき
2　前項の議決を行う場合は、当該会員にあらかじめ理由を通知し、総会において弁明する機会を与えなければならない。
（会員資格等の譲渡禁止）
第15条
会員としての地位及び議決権は、第三者に譲渡し、貸与し、又は担保に供することができない。

第3章　役員
（役員）
第16条
本会に、次の役員を置く。
1. 会長　1名
2. 副会長　若干名
3. 理事　若干名
4. 監事　1名以上2名以内
2　必要に応じ、顧問、相談役その他の役職を置くことができる。
（役員の選任）
第17条
会長、副会長、理事及び監事は、正会員たる法人若しくは団体の代表者又は役職員、又は正会員たる個人事業者の中から、総会において選任する。
2　会長、副会長及び理事の選任に当たっては、特定の企業、企業グループ又は特定の専門工種に過度に偏らないよう配慮するものとする。
3　監事は、会長、副会長又は理事を兼ねることができない。
（役員の職務）
第18条
会長は、本会を代表し、その業務を統括する。
2　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ定めた順位によりその職務を代行する。
3　理事は、役員会を構成し、本会の事業及び運営に関する事項を審議し、業務を執行する。
4　監事は、本会の事業執行及び会計を監査し、その結果を総会に報告する。

（役員の任期）
第19条
役員の任期は2年とする。ただし、再任を妨げない。
2　補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は他の現任役員の残任期間とする。
3　任期満了後であっても、後任者が就任するまでの間は、従前の役員がその職務を行う。
（役員の解任）
第20条
役員が次の各号のいずれかに該当するときは、総会の議決により解任することができる。
1. 心身の故障等により職務の遂行が困難となったとき
2. 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき
3. 本会の名誉又は信用を著しく害したとき
4. 第6条に定める反社会的勢力に該当し、又は反社会的勢力との関係が認められたとき
5. その他役員として不適当と認められる重大な事由があるとき
（役員の報酬等）
第21条
役員は、原則として無報酬とする。
2　役員が本会の業務遂行のために要した交通費その他必要な費用については、別に定める基準により支給することができる。
3　特別な業務に対する報酬又は謝金を支給する必要がある場合は、役員会の議決を経なければならない。
（利益相反）
第22条
役員は、自ら又は自らが所属する企業と本会との間に利益相反が生じる事項について、あらかじめその事実を開示しなければならない。
2　利益相反関係にある役員は、当該事項に関する議決に加わることができない。

第4章　総会
（構成）
第23条
総会は、正会員をもって構成し、本会の最高意思決定機関とする。
（種類）
第24条
総会は、定時総会及び臨時総会とする。
2　定時総会は、毎事業年度終了後3か月以内を目途に開催する。
3　臨時総会は、会長が必要と認めたとき、役員会が必要と認めたとき又は正会員の5分の1以上から会議の目的を示して請求があったときに開催する。
（招集）
第25条
総会は、会長が招集する。
2　総会を招集するときは、日時、場所、議題その他必要な事項を、原則として開催日の7日前までに正会員へ通知する。
3　総会は、オンラインその他適切な通信手段を利用して開催することができる。
（総会の議決事項）
第26条
総会は、次に掲げる事項を議決する。
1. 規約の制定及び変更
2. 役員の選任及び解任
3. 事業計画及び収支予算
4. 事業報告及び収支決算
5. 入会金及び会費の基本的事項
6. 会員の除名
7. 本会の解散
8. 一般社団法人その他法人への移行
9. その他本会の運営に関する重要事項
（定足数）
第27条
総会は、議決権を有する正会員の過半数の出席をもって成立する。
2　書面、電磁的方法又は委任状により議決権を行使した正会員は、出席したものとみなす。
（議決）
第28条
総会の議事は、本規約に別段の定めがある場合を除き、出席した正会員の議決権の過半数をもって決する。
2　可否同数の場合は、議長がこれを決する。
3　規約の変更、会員の除名、本会の解散、法人化その他組織の根本に関する事項については、出席した正会員の議決権の3分の2以上をもって決する。
（議長）
第29条
総会の議長は、会長が務める。ただし、総会において別の者を議長として選任することを妨げない。
（議事録）
第30条
総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成し、保存しなければならない。
1. 開催日時及び場所
2. 正会員総数及び出席者数
3. 出席役員
4. 議題
5. 議事の概要及び議決結果
6. その他必要な事項
2　議事録には、議長及び総会において選任した議事録署名人2名が署名又は記名押印する。

第5章　役員会
（構成）
第31条
役員会は、会長、副会長及び理事をもって構成する。
2　監事は、役員会に出席して意見を述べることができる。ただし、議決権を有しない。
（職務）
第32条
役員会は、次に掲げる事項を審議し、決定する。
1. 総会に付議する事項
2. 総会で議決された事項の執行
3. 会員の入会承認
4. 本会事業の具体的な実施方法
5. 委員会等の設置及び廃止
6. 事務局運営に関する事項
7. 緊急を要する事項
8. その他総会の議決を要しない本会の業務執行に関する事項
（招集及び議決）
第33条
役員会は、会長が必要と認めたときに招集する。
2　役員会は、会長、副会長及び理事の過半数の出席をもって成立し、その議事は出席者の過半数をもって決する。
3　可否同数の場合は、会長がこれを決する。
4　オンラインその他適切な通信手段による出席を認める。
（議事録）
第34条
役員会の議事については議事録を作成し、事務局において適切に保存する。

第6章　委員会及び事務局
（委員会等）
第35条
本会は、その事業を円滑に実施するため、役員会の議決により専門委員会、部会、研究会その他必要な組織を設置することができる。
2　委員会等の名称、構成及び運営について必要な事項は、役員会が別に定める。
（事務局）
第36条
本会の事務を処理するため、事務局を置く。
2　事務局に事務局長その他必要な職員又は担当者を置くことができる。
3　事務局長は、会長が役員会の承認を得て任命する。
4　事務局は、次に掲げる業務を行う。
1. 会員管理
2. 総会、役員会その他会議の運営
3. 会計及び文書管理
4. 本会事業の企画及び実施に関する事務
5. 広報及び関係機関との連絡調整
6. その他本会の運営に必要な事務

第7章　資産及び会計
（経費）
第37条
本会の経費は、次に掲げる収入をもって充てる。
1. 入会金
2. 会費
3. 事業収入
4. 寄附金及び協賛金
5. 助成金及び補助金
6. その他の収入
（財産の管理）
第38条
本会の財産は、会長が善良な管理者の注意をもって管理する。
2　本会の財産は、会長、役員、事務局担当者その他個人又は会員企業の固有財産と明確に区分して管理しなければならない。
3　会員は、本会の財産について個人的な持分又は分配を請求することができない。
（事業年度）
第39条
本会の事業年度は、毎年4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。
（事業計画及び収支予算）
第40条
会長は、毎事業年度の事業計画及び収支予算を作成し、総会の承認を得なければならない。
（事業報告及び決算）
第41条
会長は、毎事業年度終了後、事業報告書、収支決算書その他必要な書類を作成し、監事の監査を受けた上で、定時総会の承認を得なければならない。
（会計の適正管理）
第42条
本会は、会費その他本会に属する金銭を本会専用の口座その他適切な方法により管理し、会員企業又は個人の資金と混同してはならない。
2　収入及び支出については帳簿を作成し、領収書、請求書その他の証憑とともに適切に保存する。
3　本会が税法上の収益事業その他課税対象となる事業を行う場合は、法令に従い必要な届出、区分経理及び税務申告を行う。
（利益の分配禁止）
第43条
本会は、剰余金その他本会の財産を会員に分配してはならない。

第8章　情報管理等
（個人情報等の保護）
第44条
本会は、会員、役員その他関係者から取得した個人情報及び企業情報について、関係法令及び本会が別に定める規程に基づき適正に管理する。
2　会員名簿その他個人情報を含む資料を、本会の目的を超えて利用し、又は正当な理由なく第三者に提供してはならない。
（秘密保持）
第45条
役員、会員及び事務局担当者は、本会の活動を通じて知り得た他の会員その他第三者の営業上、技術上その他秘密に属する情報を、正当な理由なく第三者に開示し、又は本会の目的以外に利用してはならない。
2　前項の義務は、退会又は役職退任後も存続する。
（名称及びロゴ等の使用）
第46条
本会の名称、ロゴマークその他本会を表示する標章は、会長又は事務局の承認なく、会員個別の営業活動、入札、商品の推薦又は品質保証等を目的として使用してはならない。
2　本会への加入は、本会が当該会員の施工能力、商品、サービス又は個別工事を公的に認定又は保証していることを意味しない。

第9章　法人化
（一般社団法人等への移行）
第47条
本会は、会員数、活動実績、財政基盤、事務局体制その他の状況を勘案し、必要があると認めるときは、一般社団法人その他適切な法人格の取得を検討する。
2　法人化については、総会において出席した正会員の議決権の3分の2以上の賛成をもって決する。
3　法人化を行う場合、本会の事業、財産、契約、会員情報その他必要な事項について、法令及び関係者との契約等に従い、新たに設立する法人へ適切に承継するものとする。

第10章　規約の変更、解散等
（規約の変更）
第48条
本規約は、総会において出席した正会員の議決権の3分の2以上の賛成を得なければ変更することができない。
（解散）
第49条
本会は、次の事由により解散する。
1. 総会において解散を決議したとき
2. 本会の目的を達成することができなくなったとき
3. 一般社団法人その他法人への事業承継が完了し、任意団体として存続する必要がなくなったとき
4. その他やむを得ない事由が生じたとき
（残余財産）
第50条
本会が解散した場合に残余財産があるときは、総会の議決により、本会から事業を承継する一般社団法人その他本会と類似する非営利目的を有する団体に帰属させるものとし、会員に分配しない。
（規約に定めのない事項）
第51条
本規約に定めのない事項については、関係法令及び社会通念に従い、役員会において協議し、必要に応じて総会の議決を経て定める。






附則
（施行日）
第1条
本規約は、令和　年　月　日に開催する長崎県橋梁補修技術協会設立総会における承認の日から施行する。
（設立初年度の事業年度）
第2条
本会の設立初年度の事業年度は、本規約施行の日から令和　年3月31日までとする。
（設立時役員）
第3条
本会の設立時役員は、設立総会において選任する。
（設立時の特例）
第4条
本会の設立に必要な準備行為、会員募集その他設立総会までに発起人が行った行為については、設立総会において承認することにより、本会がこれを承継する。

